別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　　項：商工費　　　目：工業研究費
	事業名:産業技術センター情報指導費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　商工労働部　産業技術センター　環境・化学研究部　電話番号：058-388-3151（内241）

　　　　　　　　　　　E-mail：c23102@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：839千円（前年度予算額：839千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　県内企業、農産加工組織の技術的課題・現状把握とその問題解決のために現場指導を実施する。また、企業等技術者の資質向上及び人材育成のため、現場指導や講習会による新技術の普及促進、先進の技術データなど学会誌等の文献で得られる技術情報の収集・提供を実施する。併せて、研究成果を活用した製品開発・実用化のため、発表会や報告書等による広報・技術普及活動を実施する。
（１）技術指導費

①実地支援

・県内企業に対する現場での技術支援

・県内農産加工組織を対象とした技術支援

・デザイン指導事業講習会
　　外部講師を招聘して講習会を開催（年1回）
（２）技術情報費
　　　①研究成果の広報活動

　　　　　・研究成果報告書等の印刷・配布
　　　②技術情報の収集活動

　　　　　・技術雑誌の購入：９技術雑誌

　　　　　・学会会費：７学会

　　　　　・情報収集費等
	２　所要経費


（１）技術指導費　（175千円）

1 実地支援
技術支援　　　　　　　 109

デザイン指導事業講習会　66
（２）技術情報費　（664千円）
1 研究成果の広報活動

報告書等の印刷・配布   128

2 技術情報の収集活動

　技術雑誌の購入    　   231

学会会費　             274

情報収集費等            31
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
　　１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　　　生産性や付加価値の向上を支援するために

　　　　・既存企業のニーズ把握と対応を強化する

　　　　・産学官、企業間連携による新技術、新商品開発を支援する
　　　　・地域資源を活用した付加価値の高い地場産品等の開発を支援する
	２　これまでの取組状況


　平成22年度は技術相談2,878件、依頼試験8,103件、巡回技術支援20件、実地技術支援130件を実施し、企業の課題解決やクレーム対応、品質向上に貢献した。併せて現地支援や技術相談の内容から企業ニーズを把握し、研究課題・技術支援に反映した。
研究成果の広報活動として、学会発表等の他、研究成果報告書・年報（年１回）、情報誌の発行、専門誌への発表2件、展示会への出展11件、テレビ報道・新聞報道20件を行い技術普及を図った。また研究会（のべ47回）・講習会（5回）を開催し、企業への情報提供や新技術の普及促進、技術人材育成を行った。
	３　これまでの取組に対する評価


　平成22年度は前年度同様、技術相談・依頼試験・開放試験の総数が14,000件を超えており、経済情勢が厳しい中でも企業等から引き続き利用していただいている。また巡回技術支援と実地技術支援は、積極的な取り組みで増加しており、現場での技術支援と企業ニーズの把握に努めている。
　現場から寄せられる多くの課題や相談には、異分野の内容や技術水準が高くなる傾向にあり、今後も継続して研究論文等の先進情報を収集し、企業等へ積極的に提供することによって、技術移転や地域産業のポテンシャルの向上に繋げる必要がある。
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	839
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	839

	要求額
	839
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	839

	1月20日時点査定額
	839
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	839
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